【内容の要旨及び審査の結果の要旨】解解由使の研究 by 岩村, 彩子
This document is downloaded at: 2018-07-14T13:38:16Z
Title 【内容の要旨及び審査の結果の要旨】解解由使の研究
Author(s) 岩村, 彩子
Citation 奈良女子大学博士論文, 博士（文学）, 博課　甲第622号, 平成30年3月23日学位授与
Issue Date 2018-03-23
Description博士論文本文はやむを得ない事由により非公開。 【論文本文の要約】http://hdl.handle.net/10935/4696
URL http://hdl.handle.net/10935/4694
Textversionnone
Nara Women's University Digital Information Repository
http://nwudir.lib.nara-w.ac.jp/dspace
（別紙１） 
 
論 文 の 内 容 の 要 旨 
 
氏  名 岩村 彩子 
論文題目 
（外国語の場合は、日本語で訳文を(   )を付して記入すること。） 
 
勘解由使の研究 
審査委員 
区 分 職 名 氏 名 
委員長                 印 
委 員                 印 
委 員                 印 
委 員                 印 
委 員                 印 
委 員                 印 
内 容 の 要 旨 
勘解由使とは、延暦十六年（797）頃に設置された、国司監察制度である。勘解由使設置に
象徴される解由制度強化の背景としては、奈良時代末期以降、弛緩・逼迫した国家財政を引
き締め立て直し、新都の建設及び東北征夷の為に財源を確保することなど、財政問題の解決
が目的であったことが指摘されてきた。勘解由使は設置からわずか十年後の大同元年（806）
閏六月には廃止され、その前月五月二十四日には、別に観察使が設置されており、従来の研
究では、観察使が国司監察を担ったとする理解のもとで、国司監察の方法が勘解由使から観
察使へと変更され勘解由使が廃止されたと論じられてきた。奈良時代には別に、国司監察官
である巡察使が置かれていたことから、当該制度への系譜が併せて論じられてもきた。 
 本論文では、勘解由使の廃止に焦点をあて、従来指摘されてきた勘解由使から観察使へと
いう国司監察方法の変更を本質的に理解することを論点とする。勘解由使設置の目的とその
背景、職務内容を詳細に把握することにより、廃止の実情を明確に捉え、「徳政」との関わり
から検討することにより、勘解由使の廃止時期の政治的背景として、いわゆる「徳政相論」
の存在に着目した。制度の廃止背景を明確にし、観察使設置の背景を改めて考察することに
より、延暦期における一連の国司監察制度改革が内包する政治的、経済的側面を明らかにす
ることが本論の目的である。 
 第一章では、勘解由使の職務内容の整理をおこなった。従来の研究では、勘解由使の職掌
は、主として不与解由状の勘判にあったとされてきたが、勘解由使が弁官の一部局を分離し
たものにすぎないとする見解がある一方で、桓武天皇直属の官旨職であったとする見解もあ
るなど、その範囲が明確にされてこなかった。勘解由使は、国司交替にあたって提出される
解由状および不与解由状を勘検する役割を担っていた。特に不与解由状については、記載さ
れた事項について、関係所司に確認させたうえで、前任国司・後任国司双方の主張と、『延暦
交替式』をもとに補填責任の判定を行ない、規定に違反する国司らに対して、科罰や棒料を
奪うという決定権を有していた。本章では、勘解由使が規定の見直しを行い、新たな規定を
提案・奏上し、裁可され、延暦十七（798）四月七日太政官符として発布されたことに注目し、
従来、勘解由使が補填責任の判定や解官という行政処分の適用を判断する行為も行なってい 
 たことを明らかにした。 
第二章では、勘解由使の任務である不与解由状の成立時期を考察した。国司の交替にあた
っては、前任国司と後任国司との事務引き継ぎ後、後任国司から前任国司に対して解由状を
交付したが、不与解由状とは、国司交替の際に、後任者が前任者の職務内容に問題があると
して、解由状を発行しなかった場合にその理由を記して勘解由使に提出した公文である。延
暦十九（800）年頃には解由状を交付せず不与解由状という解文が交付されるようになってい
く。不与解由状が制度として成立していたかについては統一した見解がこれまでになかった。
筆者は、延暦十七年太政官符発布後の国司交替において、解由を与えられない旨が頻繁に言
上されるようになったことを受け同十八年頃から中央がそれらを容認するようになったこと
に注目し、同十九年太政官符において解由を与えられない場合の措置が整備されたと論じた。
これを不与解由状による制度転換とみなした。勘解由使の設置は、当時の文書主義の流れに
沿ったもので決して妥協的なものではなく、不与解由状による交替制度の成立過程からは勘
解由使による監察が国司にとって脅威出会ったことは明らかであり、勘解由使の設置は文書
主義の到達点を示していることを明らかにした。 
第三章では、解由制度の目的と、特に延暦期に重視された背景を整理し、延暦二十四年十二
月に行われた「徳政相論」とあわせて勘解由使廃止の理由について考察を行なった。勘解由
使が、造都と征夷という当時の二大事業の財源である正税の保全に重点を置いて監察を行っ
ていたという視点から、調庸確保ではなく正税政策との関わりからその役割を検証すべきと
いう重要な指摘を行なった。天平十七（745）年に設置された公廨には官物の欠負・未納の補
填が義務付けられていたが、公廨出挙制度による補填は十分には機能していなかった。奈良
時代にはそのような状況でも国家財政は運営されていたが、延暦期に入ると財源確保は深刻
な課題となる。延暦九（790）年に公廨未納分を毎年一定額補填するための旧年欠負・未納定
額補填制度が成立し、同十四年には正税の出挙利率が五割から三割に減額された。このよう
な状況のなかで、国司による官物の横領を取り締まるために監察が強化され、同十六年勘解
由使は設置された。設置の四ヶ月後には公廨出挙制度と国司職分田が停止される。しかしわ
ずかその五ヶ月後には、国司職分田の停止によって資糧が不足しているとして、国司借貸を
認めることとなった。筆者はここに、国司への監察強化と優遇という施策の矛盾を見出し、
それが二大事業の推進と停止を巡る「徳政相論」、そして大同元（806）の勘解由使の廃止へ
密接につながっていくことを論じた。 
 第四章では、観察使設置の背景を明らかにしている。桓武朝における二大事業は、延暦年
間の災害も重なり百姓に大きな負担となり、前章で見た通り徳政が問われる事態となった。
筆者は、「徳政相論」を経て二大事業を停止するという律令国家の方向転換が図られた一方
で、地方の現状を把握し理解するために、天皇の名代として参議という高官を充てた観察使
が設置された意義に注目した。「徳政相論」において二大事業の継続を主張した菅野真道が、
停止決定後に設置された観察使の職務内容を十分とせず国司への取り締まりの必要性を引き
続き訴えたのは、観察使が設置された主目的が天皇の徳政の体現にあったため、財政面での
地方の実質的管理に不足が生じることを懸念したためであったことを明らかにした。観察使
の設置後、地方の管理をこそ律令国家の基盤として最重視とする立場から、延暦五（786）年
年に制定された十六条に基づいて国司らへの懲罰基準の明確化が起請された。筆者は、これ
を受けて大同九（809）年太政官符が発布され平城天皇もこれに応え察督や検校を必要に応じ
て行うことを明言するに至ったとする、重要な指摘を行なった。 
 終章では、勘解由使および観察使の設置目的と職務内容から、勘解由使から観察使への制
度の変換の意義を、「徳政相論」の本質とともに論じた。延暦期の勘解由使が、造都と征夷
という二大事業実行のために必要とされ設置されたのに対し、観察使は「徳政相論」におけ
る国家理念の転換ののち、地方の実情を視察して政策に活かすために設置され、本来の律令
制の運用という理念を離れたところに位置する政策であった。従って、従来指摘されてきた
ように国司監察の方法が単に巡察使から観察使へ、或いは勘解由使から観察使へと移行した
のではなく、造都と征夷という律令国家の本質そのものといえる二大事業の停止によって、
桓武天皇が律令国家の本質的理念から離れる決断をし、地方の実情を正確に把握したうえで
政権を運営していく方向を選択したという政策の大きな転換点において、その担う任務と方
向性において異質とも捉え得る、理念上大きく離れた制度であったのだと結論づけた。 
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氏  名 岩村 彩子 
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審査委員 
区分 職 名 氏 名 
委員長                 印 
委 員                 印 
委 員                 印 
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要  旨 
勘解由使とは、延暦十六年（797）頃に設置された、国司監察制度である。勘解由使設置に
象徴される解由制度強化の背景としては、奈良時代末期以降、弛緩・逼迫した国家財政を引
き締め立て直し、新都の建設及び東北征夷の為に財源を確保することなど、財政問題の解決
が目的であったことが指摘されてきた。勘解由使は設置からわずか十年後の大同元年（806）
閏六月には廃止され、その前月五月二十四日には、別に観察使が設置されており、従来の研
究では、観察使が国司監察を担ったとする理解のもとで、国司監察の方法が勘解由使から観
察使へと変更され勘解由使が廃止されたと論じられてきた。奈良時代には別に、国司監察官
である巡察使が置かれていたことから、当該制度への系譜が併せて論じられてもきた。 
 本論文では、勘解由使の廃止に焦点をあて、従来指摘されてきた勘解由使から観察使へと
いう国司監察方法の変更を本質的に理解することを論点とする。勘解由使設置の目的とその
背景、職務内容を詳細に把握することにより、廃止の実情を明確に捉え、「徳政」との関わり
から検討することにより、勘解由使の廃止時期の政治的背景として、いわゆる「徳政相論」
の存在に着目した点が本論文の重要な視点である。制度の廃止背景を明確にし、観察使設置
の背景を改めて考察することにより、延暦期における一連の国司監察制度改革が内包する政
治的、経済的側面を明らかにすることを目的としており、延暦期のみならず、古代における
「徳政」の再考をも目指す意欲的な論文であるといえる。ただし、本論文では史料の引用や
その解釈に課題も多く残しており、不足部分の議論が十分に深められていないことが指摘で
きる。 
第一章では、勘解由使の職務内容の整理をおこなっている。従来の研究では、勘解由使の職
掌は、主として不与解由状の勘判にあったとされてきたが、勘解由使が弁官の一部局を分離
したものにすぎないとする見解がある一方で、桓武天皇直属の官旨職であったとする見解も
あるなど、その範囲が明確にされてこなかった。勘解由使は、国司交替にあたって提出され
る解由状および不与解由状を勘検する役割を担い、特に不与解由状については、記載された 
 事項について、関係所司に確認させたうえで、前任国司・後任国司双方の主張と、『延暦交替
式』をもとに補填責任の判定を行ない、規定に違反する国司らに対して、科罰や棒料を奪う
という決定権を有していた。本章では、勘解由使が規定の見直しを行い、新たな規定を提案・
奏上し、裁可され、延暦十七（798）四月七日太政官符として発布されたことに注目し、従来、
勘解由使が補填責任の判定や解官という行政処分の適用を判断する行為も行なっていたこと
を明確に示した。ただし、先行研究でも整理が進んでいる内容であり、本論文の議論の材料
とするためには、分析の視点の独自性が不十分であった。 
第二章では、勘解由使の任務である不与解由状の成立時期を考察した。勘解由使の設置は、
当時の文書主義の流れに沿ったもので決して妥協的なものではなく、不与解由状による交替
制度の成立過程からは勘解由使による監察が国司にとって脅威であったことは明らかであ
り、勘解由使の設置は文書主義の到達点を示していることを強調した点は評価されるが、前
章と同様に、先行研究による指摘と重なる部分も多く、また限られた史料のなかでは筆者の
独自性を十分に論理展開するには至らなかった。 
 本論文は後半の第三、第四章、終章において、筆者による独自の重要な視点が展開される。 
第三章では、勘解由使が、造都と征夷という当時の二大事業の財源である正税の保全に重点
を置いて監察を行っていたという視点から、正税政策との関わりからその役割を検証すべき
という重要な指摘を行なった。天平十七（745）年に設置された公廨には官物の欠負・未納の
補填が義務付けられていたが、公廨出挙制度による補填は十分には機能していなかった。奈
良時代にはそのような状況でも国家財政は運営されていたが、延暦期に入ると財源確保は深
刻な課題となる。延暦九（790）年に公廨未納分を毎年一定額補填するための旧年欠負・未納
定額補填制度が成立し、同十四年には正税の出挙利率が五割から三割に減額された。このよ
うな状況のなかで、国司による官物の横領を取り締まるために監察が強化され、同十六年勘
解由使は設置された。設置の四ヶ月後には公廨出挙制度と国司職分田が停止される。しかし
わずかその五ヶ月後には、国司職分田の停止によって資糧が不足しているとして、国司借貸
を認めることとなった。筆者はここに、国司への監察強化と優遇という施策の矛盾を見出し、
それが二大事業の推進と停止を巡る「徳政相論」、そして大同元（806）の勘解由使の廃止へ
密接につながっていくことを論じた。極めて重要な指摘であり、官僚機構、行政の実態、中
央と地方の関係性の見直しなど、さまざまな問題提起を含む内容であるが、借貸と出挙の違
いを明確にするなど、さらに詳細な検討と議論に進め得なかったことは残念であった。 
第四章では、筆者は、「徳政相論」を経て二大事業を停止するという律令国家の方向転換が
図られた一方で、地方の現状を把握し理解するために、天皇の名代として参議という高官を
充てた観察使が設置された意義に注目した。「徳政相論」において二大事業の継続を主張し
た菅野真道が、停止決定後に設置された観察使の職務内容を十分とせず国司への取り締まり
の必要性を引き続き訴えたのは、観察使が設置された主目的が天皇の徳政の体現にあったた
め、財政面での地方の実質的管理に不足が生じることを懸念したためであったことを明らか
にした。観察使の設置後、地方の管理をこそ律令国家の基盤として最重視とする立場から、
延暦五（786）年年に制定された十六条に基づいて国司らへの懲罰基準の明確化が起請された。
筆者は、これを受けて大同九（809）年太政官符が発布され平城天皇もこれに応え察督や検校
を必要に応じて行うことを明言するに至ったとする、重要な指摘を行なった。しかし、重要
な論点であるはずの徳政については、さらに詳細な検討が必要であった。『日本後紀』を史
料として提示しているが、解釈に不十分な点が多く、分析が不十分である。また『日本書紀』
から仁徳天皇による徳政記事を、徳政の依るべきところとされたと引用したが、延暦期に『日
本書紀』が知識層のなかでもどの程度普及していたのか、或いは中国では徳政はどのような
意味で規定されていたのか、など、前提とすべきいくつかの要件の検討に不十分な点もみら
れ、丁寧に取り上げていればさらに議論を深めることができたと思われ惜しまれる。終章で
は結論として、勘解由使の廃止および観察使の設置と、律令国家の政策転換とを積極的に結
びつけ意義づけた。本論文は、国司監察制度の変転と内容検討に傾きがちであった勘解由使
について従来の研究にはみられなかった、新たな視座を設けた論文であると評価できる。 
よって、本学位申請論文は、奈良女子大学博士（文学）の学位を授与されるに十分な内容を
有していると判断した。 
